井原市市民活動センター指定管理者募集要項
	 ☆指定管理者の募集にあたって
 　少子高齢化、地方分権の進展の中、井原市においては福祉、環境、教育、産業など
 市民の行政サービスに対するニーズは、ますます多様化しています。
 　こうした新たな課題に対応し、市民福祉の一層の向上を図るためには、市民と行政と  の協働が不可欠となっています。こうしたことから本市では新たな公共の担い手である
 ＮＰＯ、ボランティア等の市民活動団体の育成・支援を図るため平成１７年４月に井原市
 市民活動センター（つどえ～る）を開館いたしました。
 　平成２０年度から当施設の効果的かつ効率的な管理運営と、市民と行政との協働による住民自治の具現化という観点から指定管理者制度による管理運営を導入しており、令和　７年度をもって指定管理期間が満了となります。
 　本市の市民活動の輪がセンターを拠点に大きく広がるよう、熱意を持って管理運営に
 取り組んでいただける指定管理者を募集します。
 　応募するにあたっては、以上の点を十分にご理解いただいたうえで、創意工夫ある提
 案を行ってください。



１．施設の概要
　（１）名　称：　井原市市民活動センター（以下「センター」という。）
　（２）所在地：　井原市井原町３５２番地１及び３５１番地２
　（３）構　造：　鉄骨２階建
　　　　　　：　建築延べ面積　　　４７０．８３㎡
　　　　　　：　敷地面積　　　　　９２３．００㎡
　　　　　　　　 ：　北側駐車場　　　　６７９．００㎡
　（４）主な施設：１階　事務室、オープンスペース（情報コーナー、交流コーナー、作業コーナー）、
小会議室、倉庫、湯沸室、便所
２階　会議室（定員３０名）、湯沸室、便所、中会議室、倉庫
　　　※２階の中会議室及び倉庫は地域団体に使用許可を出している。
　（５）主な設備：印刷機、コピー機ほか
２．指定管理者が行う業務内容（詳細は、業務仕様書のとおり）
　（１）センターの利用の許可に関すること。
　（２）センターの施設及び設備の維持管理に関すること。
　（３）市民活動に関する情報の収集及び提供に関すること。
　（４）市民活動団体の相談及び連携に関すること。
　（５）まちづくり協議会との連携に関すること
（６）市民活動に関する講座等の実施に関すること。
　（７）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の普及促進に関すること。
　（８）男女共同参画推進に関する資料の収集及び提供に関すること。
　（９）国際交流に関する情報の収集及び提供に関すること。
　（１０）職員の資質向上に関する研修やコーディネーターの養成に関すること。
（１１）市との連絡会議の開催（適時）
　（１２）上記に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務
　　上記業務に関し、サービス向上、業務の効率化・活性化につながる積極的な提案をお願いしま
す。
３．指定期間
　令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間
　（１）この期間は、議会での議決により決定します。
　（２）管理を継続することが適当でないと認められるときは、指定管理者の指定を取り消すことがあり
ます。
４．申請の資格
　次の要件を満たすものとする。
　（１）市内に主たる事務所を有する法人その他の団体であること。
　（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない法人であるこ
と。（別紙参照）
　（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法（平
成１４年法律１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされてないこと。
　（４）井原市から井原市の一般競争入札の参加停止又は指名停止等の措置を受けていないこと。
　（５）直近の１年間において市税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
　（６）暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に規定
する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。
　※複数の法人等でグループ（以下５．申請方法(1)提出書類の⑨において「共同事業体」という。）
を構成して申請する場合は、次の事項について留意してください。
　　①グループ構成員全員が４．申請の資格要件を満たすこと。
　　②代表団体を選出し、市とのやり取りについてはグループの代表団体が行うこと。
　　③５．（１）提出書類の⑤～⑨については、構成員それぞれについて提出すること。
　　④グループの構成員は、他のグループの構成員となり、又は単独で申請を行うことはできませ
ん。
　
５．申請方法
　（１）提出書類
　　　申請にあたっては、次の書類（正本１部、副本１５部）を提出してください。なお、提出書類は
やむを得ない場合を除き、日本産業規格Ａ列４版で提出してください。　
　　①指定管理者指定申請書（様式第１号）
　　②事業計画書（様式第２号）
　　③収支計画書（様式第３号、４号）
　　　　年度収支計画書は、指定予定期間の年度ごとに作成してください。ただし、年度ごとの収
　　　　 支の見込みが同じである場合は、その旨を記載し、１枚のみの提出とすることができます。
　　④定款又は寄付行為の写し及び法人の登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、規約そ
の他これに類するもの）
　　⑤申請団体の役員名簿
　　⑥３か月以内に発行された国税、県税及び市税の納税証明書
　　⑦指定管理者の申請に係る誓約書（様式第５号）
　　⑧経営状況に関する書類
　　　（ア）令和７年度の事業計画書及び令和６年度の事業報告書
　　　（イ）法人にあっては、令和６年度の貸借対照表及び損益計算書（NPO法人の場合は貸借
対照表及び収支計算書）
　　　　　※事業年度が４月～３月以外の団体については、市民活動推進課に相談して下さい。
　　⑨共同事業体協定書兼委任状（共同事業体で申請する場合のみ）
　（２）提出方法
　　　直接持参してください。
　（３）申請受付期間
　　　令和７年８月２５日（月）から１０月６日（月）まで
　　　　（ただし、平日の午前９時から午後５時までとします。）
　（４）提出場所
　　　井原市 市民生活部 市民活動推進課
　（５）説明会（現場）
　　　申請を予定している団体は、出席をお願いします。
　　　日　時　令和７年８月２５日（月）   午後１時３０分から
　　　場　所  市民活動センター（つどえ～る）
　（６）質問事項の受付
　　　受付期間　令和７年８月２５日（月）から９月１日（月）まで
　　　提出方法　別紙質問票（様式第６号）を市民活動推進課まで、文書で提出してください。　
　　　回答方法　受付けた質問は、質問者に回答するとともに、市のホームページに掲載する予定
です。
　（７）申請書類の公表
　　　市では申請書類の受付後、指定管理者申請者がどのような提案をしているかについて公表し
ます。そこで、提出書類の事業計画書の内容について、次の項目を中心に２～３ページ程度
（Ａ版）で簡単にまとめ、ＵＳＢメモリ等のデータ形式で提出してください。
①法人等（グループにあっては構成員のすべて）の業務内容
　　②市民活動センターの管理運営に関する事項
　　③市民活動センターの事業に関する事項
　　④管理運営体制（組織及び人員）に関する事項
　　⑤危機管理に関する事項
　　⑥収支計画の妥当性
６．申請に関する留意事項
　（１）提出された書類は、指定管理者の選定以外の目的には使用しません。ただし、この書類は、
井原市情報公開条例（平成１２年井原市条例第４号）第７条に定める不開示情報（個人情報、
法人等の利益を害するおそれがある情報等）を除き、公開の対象となります。
　（２）提出された書類に虚偽の記載があったとき、提出期限までに必要な書類が揃わなかったとき、
その他不正な行為があったときは、失格とします。
　（３）提出された申請書類は、選定を行う作業に必要な範囲で複製することがあります。
　（４）申請に要する費用は、すべて申請者の負担とします。また、提出された書類は返却しません。
　（５）申請受付後に辞退する場合は、辞退届（様式自由）を提出してください。
７．指定管理者の審査選定
　（１）選定・審査の基準
　　①事業計画書による施設の運営が住民の平等利用（安全な利用）を確保するものであること。
　　　ア 施設の設置目的を十分理解し、その目的を効果的に達成できるか。
　　　イ 関係法令、条例等に基づく施設の管理基準を理解し、遵守が見込まれるか。
　　　ウ 住民の平等利用の確保は十分か。
　　　エ 利用者とのトラブル防止策及びその対処方法は適切か。
　　②事業計画書が施設の効果的、効率的な管理を実現するものであること。
　　　ア 市民活動に関する情報の収集及び提供に関する事業計画は適切か。
　　　イ 市民活動に関する相談に関する事業計画は適切か。
　　　ウ 市民活動に関する講座等の実施に関する事業計画は適切か。
　　　エ 市民活動を行うもの相互及び地域、関係団体等との連携及び交流の促進に関する方針
は適切か。
　　　オ 施設の利用促進のための工夫及びＰＲ計画は、適切か。
　　③事業計画書が施設の管理に係る経費の縮減が図られるものであること。
　　　ア 収支計画書が適正な管理をする上で適正なものか。また、実行可能なものか。
　　　イ 経費の縮減内容は、適切か。（縮減が図られる見込みがあるか。）
　　④事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものであること。
　　　ア 管理に必要な人材の適切な配置が見込めるか。
　　　イ スタッフの指導育成、研修計画等が整備されているか。
　　　ウ 安定した運営を行うための財政的基盤は良好か。
　（２）選定方法
　　①指定管理者の選定にあたっては、申請のあった事業計画書及びその他提出書類を条例、規
則等で定める選定基準に照らして最も適切な管理・運営を行うことができる候補者を選定します。
　　②プレゼンテ－ションの実施
　　　申請団体は、提出された提案内容に基づき、選定委員会においてプレゼンテーションを行っ
ていただきます。開催日時、場所等については、別途通知します。
　（３）選定結果
　　　選定結果については、すべての申請団体に文書でお知らせします。
　　　また、広報いばら・市ホームページで公表します。
８．協定の締結
　議会の議決後、市と指定管理者は、業務の実施等に関し細目的事項、市が支払うべき管理費用の額について定めるため、市民活動センターの管理に関する協定を締結し、協定書を作成します。
　協定は、指定期間を通じての基本的事項を定めた「基本協定」及び当該事業年度における事項について定めた「年度協定」を締結します。　
９．問い合わせ
　井原市市民生活部市民活動推進課
　〒７１５－８６０１　井原市井原町３１１番地１
　電 話：　０８６６－６２－９５０８

ＦＡＸ：　０８６６－６２－９７９７
　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：　shiminkatsudou@city.ibara.lg.jp

　　　　　
　　　
　　　　　　
　　　　　　　　
